


































































的フレームワークによりうまく適合するかを実証的に分析している O 結果は日本の労働組合は(1)， (2)の
いずれにも完全には適合せず， (1)， (2)の中間に位置すると理解するのが適当と判断している O
第4エッセイは， I日本のボーナス制度が労使聞のプロフィット・シェアリングの役割を果たしてい
るために，雇用が確保され易いJという一般的な見方の妥当性を検証しているO しかし， 1972-84年の
パネルデータによると，調査の対象となった業種のなかでは銀行業を除く部門では，フ。ロフィット・シェ
アリングが行われたとは言えないとしている O
論文全体の結論としては，次の 3点が指摘されているO
(1) 賃金やボーナスの伸縮性が雇用安定の原因とする見方は再検討の必要がある。
(2) 出向制度のような日本独特の制度がマクロの失業率を低く抑えているという見解も正しくない。
(3) 日本の労働組合の役割を理解するにあたっては， Iメンバーシップ」を保障されている従業員の立
場を重視するという視点が重要である O
論文の審査結果の要旨
本論文は日本企業における労働調整機能に関する「通説」に対して，理論，実証の両面から科学的な
経済分析を加え，日本の労働市場に関する理解を深めるうえで貴重な貢献を果たすものであると判定す
るO 分析内容については，理論に偏することなく，また実証面では単に既存のデータを使ってエコノメ
トリックスの手法にのみ依存するのではなく，自ら企業の現場に出向き，多くの聞き取り調査，アンケー
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ト調査に従事したという点については特に高く評価できる。
なかでも，出向制度の研究については，わが国で類似の研究が少なかったことから，貴重な研究成果
として残ることになるであろう O
本学位論文に収められているすべての論文が問題の性質上，明快な結論を導いているというわけでは
ない。しかし，日本の労働市場の特質に鋭く迫る問題提起をし，いくつかの点について多様な手法を駆
使し，興味深い発見を提示した点は高く評価されるべきであると考える。
よって，本論文は大阪大学経済学博士の学位を受けるに十分値するものと判定する。
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